岐阜県ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付規程の運用方針
（令和３年４月１日改定）
第１条関係

この運用方針は、岐阜県ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付規程の運用に関する細目を定めることを目的とする。
第３条関係

　訓練促進資金は、養成機関に支払う入学金、教材費等の納付金その他参考図書、学用品及び交通費等に充当するものであるので、貸付額については、第１項及び第２項に定める金額の範囲内であれば入学金等養成機関に対する納付金の額に関わらず、本人の希望する額を貸し付けるものとする。

第５条関係

岐阜県知事もしくは市町村長から高等職業訓練促進給付金の支給決定を受けていることを証明する書類は、高等職業訓練促進給付金支給決定通知書の写しとする。
第１０条第１項関係

　会長への届出は、次の各号に掲げる場合に応じ、それぞれ該当各号に掲げる様式により行うものとする。

（１）　貸付契約書の内容に変更があったとき　　様式第１

（２）　訓練促進資金又は住宅支援資金の借受けを辞退するとき　　様式第２

（３）　修業状況に変更があったとき　様式第３

（４）　第１３条の返還免除に該当しなくなったとき　様式第４
（５）　資格を取得したとき及び資格を取得することを止めたとき　　様式第５
（６）　就職したとき　　様式第６
（７）　従事する業務等に変更等があったとき　様式第７
第１２条関係

　「会長が定める期間」とは、第１２条各号に定める事由が生じた日から１０年を目安として定めるものとする。

第１２条・第１３条関係

第１３条第１項の災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由により当該業務に従事できなかった場合とは、災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由により資格取得のための試験を受験できなかった場合又は資格試験に合格できなかった場合であって、会長が本人の申請に基づき次年度の資格取得のための試験を受験する意思があると認めた場合、「養成機関を修了し、かつ資格を取得した日」を「養成機関を修了した年度の翌年度の資格取得した日」と読み替えることができる。

第１２条・第１３条・第１７条関係

　「他種の養成機関等」とは、介護福祉士指定養成施設等卒業者の場合は社会福祉士指定養成施設等、社会福祉士指定養成施設等卒業者の場合は介護福祉士指定養成施設等とする。

第１２条・第１３条・第１８条関係

　「その他やむを得ない事由」は、第１４条第１項に規定する業務に従事することが困難であると客観的に判断できる場合であることとする。

第１４条関係

　第１項第１号、第１項第２号及び第２項に規定する返還債務の裁量免除は、相続人又は連帯保証人へ請求を行ってもなお、返還が困難であるなど、真にやむを得ない場合に限ることとする。

　第１項第３号に規定する返還債務の裁量免除は、訓練促進資金の目的が第１３条第１項に規定する業務に従事した者の定着促進を図るものであることから、貸付けを受けた者の状況を充分に把握のうえ、個別に適用する。なお、この場合に、本人の責めによる事由に免職された者、特別な事情がなく恣意的に退職した者等については適用しない。
第２０条第２項関係

　第２項の返還債務の猶予を受ける資格を有することを証するに足る書類とは、様式第８とする。

